
様式第１号（第７条関係）

令和 年 月 日
⽥ 原 市 ⻑ 殿

☐ 木造住宅耐震改修事業
☐ 簡易耐震対策事業
☐ 木造住宅解体事業
☐ 非木造住宅等耐震診断事業
☐ 非木造住宅耐震改修事業
■ ブロック塀等安全対策事業

☐ 別紙（１−１） 事業計画書
（木造住宅耐震改修事業）による

☐ 別紙（１−２） 事業計画書
（簡易耐震対策事業）による

☐ 別紙（１−３） 事業計画書
（木造住宅解体事業）による

☐ 別紙（１−４） 事業計画書
（非木造住宅等耐震診断事業）による

☐ 別紙（１−５） 事業計画書
（非木造住宅耐震改修事業）による

■ 別紙（１−６） 事業計画書
（ブロック塀等安全対策事業）による

⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業
補 助 金 交 付 申 請 書

住 所申 請 者

山 下 政 良

事 業 内 容

事 業 の 種 類

 ⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業補助金交付要綱第７条の規定により補助金の交付を
受けたいので、関係書類を添えて申請します。
 なお、この申請書及び添付書類の記載事項に相違ありません。

氏 名

電 話



別紙（１−６）
事 業 計 画 書 （ブロック塀等安全対策事業）

建替
改修

□ 道路（建築基準法第42条に規定する道路又は一般の交通の用に供する道）
□ 避難地

ｍ ｍ
a 補助対象延⻑ 補助対象外延⻑ 総延⻑

ｍ ｍ ｍ

ｍ ｍ
補助対象延⻑ 補助対象外延⻑ 総延⻑

ｍ ｍ ｍ

円

円

円

令和 年 月 日 令和 年 月 日

１）事業者一覧表（様式第１９−５号）
２）案内図
３）公図の写し、その他これに準ずるものとして市⻑が認める図⾯
４）配置図
５）平⾯図、立⾯図その他これらに類する書類
６）断⾯図（建替等工事を実施する場合に限る。）
７）現場写真
８）補助対象経費が確認できる資料
９）倒壊又は転倒の危険性があるブロック塀等であることがわかる

以下のいずれかの書類
(1)国交省チェックポイントによる点検を行い、
  基準に不適合な箇所が１以上あることが確認できるもの
(2)推進協チェックポイントによる点検を行い、
 基準に不適合な箇所が 一つ以上あることが確認できるもの

１０）誓約書（様式第２０号）
１１）同意書（様式第２１号）
１２）その他市⻑が必要と認める書類

建替等工事

契約予定日 完了予定日

補助額

補 助 対 象 経 費 の 1/2 A
 b

（      ）円×1/2=（      ）円

延 ⻑ に よ る 額 B
             a

□ブロック塀等撤去工事 （   ）ｍ× 5,000円=（    ）円
□ブロック塀等建替工事 （   ）ｍ×20,000円=（    ）円

上 限 額 C
□ブロック塀等撤去工事 200,000円
□ブロック塀等建替工事 300,000円

交 付 申 請 額 A、B、Cのうち最も少ない額

（千円未満切捨て）

延⻑

□ その他の塀

延⻑

高さ 〜

□ フェンス等
へ置換

高さ 〜

種類

事業費
総 事 業 費

補 助 対 象 経 費 b

添付書類

所 在 地
撤去工事

⽥原市

□ 組積造の塀
□ 補強コンク

リートブロック塀
□ 鉄筋コンク
リート組立塀

□ その他の塀

事業の内容

⾯する道路等

ブロック塀等の
概要

撤 去

種類

□ 組積造の塀
□ 補強コンク

リートブロック塀

建替等



様式第１９−５号（第７条別表第４関係）

（ 号

電話

施 工 者

住所

電話

社名 代表者名

住所

事 業 者 一 覧 表（ブロック塀等安全対策事業）

安全な塀であ
ることを確認

する者
(建替等工事
に限る。)

資格 ）建築士（ ）登録 第

氏名

社名



様式第２０号（第７条別表第４関係）

令和 年 月 日
⽥原市⻑ 殿

・

・

・

補助金の交付対象となる木造住宅等は、耐震改修に係る他の制度に基づく補助等を受
けたものではない。

補助金の交付対象となる木造住宅等は、公共事業による移転等により補償金を受ける
ものではない。

 私は、⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業補助金の交付を申請するにあたり、以下の内
容について誓約します。

誓 約 書

私及び私の世帯構成員は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３
年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員ではない。

・

私は、補助金の交付対象となる木造住宅等の所有者又は当該所有者の同意を得た者で
ある。

申 請 者 住 所
氏 名



様式第２１号（第７条別表第４関係）

令和 年 月 日
⽥原市⻑ 殿

 私は、⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業補助金の交付を申請するにあたり、市⻑
が⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業補助金交付要綱第２１条の規定に基づき、住⺠
基本台帳、納税状況に関する資料及びその他公簿等の調査を行うことについて同意し
ます。

同意書

申 請 者 住 所
氏 名



様式第９号（第１１条関係）

令和 年 月 日
殿

年 月 号で交付決定（変更承

☐ 木造住宅耐震改修事業
☐ 簡易耐震対策事業
☐ 木造住宅解体事業
☐ 非木造住宅等耐震診断事業
☐ 非木造住宅耐震改修事業
■ ブロック塀等安全対策事業

□ 別紙（９−１） 変更事業計画書
（木造住宅耐震改修事業）による

□ 別紙（９−２） 変更事業計画書
（簡易耐震対策事業）による

□ 別紙（９−３） 変更事業計画書
（木造住宅解体事業）による

□ 別紙（９−４） 変更事業計画書
（非木造住宅等耐震診断事業）による

□ 別紙（９−５） 変更事業計画書
（非木造住宅耐震改修事業）による

■ 別紙（９−６） 変更事業計画書
（ブロック塀等安全対策事業）による

事 業 の 種 類

変 更 事 業 内 容

補 助 金 交 付 変 更 承 認 申 請 書

令和 日付け ⽥建第
認）のあった⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業を変更したいので、⽥原市木造住宅等耐震
改修促進事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。
 なお、この申請書及び添付書類の記載事項に相違ありません。

氏 名

電 話

⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業

⽥ 原 市 ⻑ 山 下 政 良

申 請 者 住 所



別紙（９−６）
変 更 事 業 計 画 書 （ブロック塀等安全対策事業）

ｍ ｍ
ｍ ｍ
ｍ ｍ

ｍ ｍ
ｍ ｍ
ｍ ｍ

円 円

円 円

変更内容に関する書類

事
業
の
概
要

撤
去

種類

a 補助対象延⻑ a 補助対象延⻑

補助対象外延⻑ 補助対象外延⻑

総延⻑

建
替
え

１）

補助対象経費の1/2 A

延⻑による額 B

上限額 C

変更理由

添 付 書 類

差引増減額 差引増減額
交付申請額

（千円未満切捨て）
A、B、Cのうち最も

少ない額

総事業費 円

種類

総延⻑

変更内容
（ 概要 ）

ｍ

事業費 補助対象
経費

b 円

円

高さ

延⻑

高さ

延⻑

ｍ

補助対象外延⻑ 補助対象外延⻑

総延⻑総延⻑

ｍ

ｍ

a 補助対象延⻑ a 補助対象延⻑

所 在 地 ⽥原市

項 目 変 更 前 変 更 後

補助額

円

□ブロック塀等撤去工事 200,000円
□ブロック塀等建替工事 300,000円

□ブロック塀等撤去工事 200,000円
□ブロック塀等建替工事 300,000円

 b
（      ）円×1/2=（      ）円

 b
（      ）円×1/2=（      ）円

             a
□ブロック塀等撤去工事 （   ）ｍ× 5,000円=（    ）円
□ブロック塀等建替工事 （   ）ｍ×20,000円=（    ）円

             a
□ブロック塀等撤去工事 （   ）ｍ× 5,000円=（    ）円
□ブロック塀等建替工事 （   ）ｍ×20,000円=（    ）円



様式第１２号（第１１条関係）

令和 年 月 日
殿

年 月 号で交付決定（変更承

☐ 木造住宅耐震改修事業
☐ 簡易耐震対策事業
☐ 木造住宅解体事業
☐ 非木造住宅等耐震診断事業
☐ 非木造住宅耐震改修事業
■ ブロック塀等安全対策事業

変更内容に関する書類

認）のあった⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業について、⽥原市木造住宅等耐震改修促進
事業補助金要綱第１１条第３項の規定により関係書類を添えて届出ます。
 なお、この届出書及び添付書類の記載事項に相違ありません。

事 業 の 種 類

変 更 内 容

添 付 書 類

氏 名

電 話

令和 日付け ⽥建第

１）

⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業
変 更 届

⽥ 原 市 ⻑ 山 下 政 良

申 請 者 住 所



様式第１３号（第１２条関係）

令和 年 月 日
殿

年 月 号で交付決定（変更承

金 円

☐ 木造住宅耐震改修事業
☐ 簡易耐震対策事業
☐ 木造住宅解体事業
☐ 非木造住宅等耐震診断事業
☐ 非木造住宅耐震改修事業
■ ブロック塀等安全対策事業

⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業
中 止 届

⽥ 原 市 ⻑ 山 下 政 良

申 請 者 住 所

氏 名

電 話

認）のあった⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業を中止したいので、⽥原市木造住宅等耐震
改修促進事業補助金交付要綱第１２条の規定により届出ます。
 なお、この届出書の記載事項に相違ありません。

令和 日付け ⽥建第

事 業 の 種 類

交 付 決 定 額

中止（取止め）の理由



様式第１４号（第１３条関係）

令和 年 月 日
殿

年 月 号で交付決定（変更承

☐ 木造住宅耐震改修事業
☐ 簡易耐震対策事業
☐ 木造住宅解体事業
☐ 非木造住宅等耐震診断事業
☐ 非木造住宅耐震改修事業
■ ブロック塀等安全対策事業

☐ 別紙（１４−１） 事業実績報告書
（木造住宅耐震改修事業）による

☐ 別紙（１４−２） 事業実績報告書
（簡易耐震対策事業）による

☐ 別紙（１４−３） 事業実績報告書
（木造住宅解体事業）による

☐ 別紙（１４−４） 事業実績報告書
（非木造住宅等耐震診断事業）による

☐ 別紙（１４−５） 事業実績報告書
（非木造住宅耐震改修事業）による

■ 別紙（１４−６） 事業実績報告書
（ブロック塀等安全対策事業）による

事 業 内 容

認）のあった⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業が完了したので、⽥原市木造住宅等耐震改修
促進事業補助金交付要綱第１３条の規定により関係書類を添えて報告します。
 なお、この報告書及び添付書類の記載事項に相違ありません。

事 業 の 種 類

⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業
実 績 報 告 書

⽥ 原 市 ⻑ 山 下 政 良

申 請 者 住 所

氏 名

電 話

日付け ⽥建第



別紙（１４−６）
事 業 実 績 報 告 書 （ブロック塀等安全対策事業）

建替
改修

ｍ ｍ
補助対象延⻑ 補助対象外延⻑ 総延⻑

ｍ ｍ ｍ

ｍ ｍ
補助対象延⻑ 補助対象外延⻑ 総延⻑

ｍ ｍ ｍ

年 月 日
（ ）建築士（ ）登録 第 号

氏名

年 月 日 年 月 日
工事写真
領収書の写し
（補助金交付後３０日以内に領収書の写しを提出する場合は、請求書の写し）
契約書の写し
その他市⻑が必要と認める書類

撤去工事

建替等

撤 去

補助対象経費

総 事 業 費

□ その他の塀
□ フェンス等

へ置換

高さ 〜

延⻑

種類

建替等工事

所 在 地 ⽥原市

事 業 費

ブロック塀等
の概要

種類 □ 組積造の塀
□ 補強コンク

リートブロック塀

□ 組積造の塀
□ 補強コンク

リートブロック塀

延⻑

□ 鉄筋コンクリー
ト組立塀

□ その他の塀

高さ 〜

事業の内容

添付書類

契 約 日 完 了 日令和 令和

２）

３）
４）

１）

交 付 決 定 額

 申請事業の結果、ブロック塀等が地震に対して安全な構造となっているこ
とを確認しました。

安全な塀であ
ることを確認

した者
(建替等工事
に限る。)

令和



様式第１６号（第１５条関係）

年 月 日付け 号で補助金額の確

☐ 木造住宅耐震改修事業
☐ 簡易耐震対策事業
☐ 木造住宅解体事業
☐ 非木造住宅等耐震診断事業
☐ 非木造住宅耐震改修事業
■ ブロック塀等安全対策事業

銀行
信用金庫
信用組合
農業協同組合

年 月 日

山 下 政 良 殿

）普 通 ・ 当 座 ・ その他（

氏 名

定通知を受けた事業について、⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業補助金要綱第１５条第
１項の規定により下記のとおり請求します。

令和

⽥建第

金 円

振
込
先
金
融
機
関
情
報

支 払 請 求 金 額

預 金 種 別

口 座 番 号

口 座 名 (ｶﾅ)

金融機関名称
本店

⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業
補 助 金 請 求 書

⽥ 原 市 ⻑
請 求 者 住 所

令和

支店

事 業 の 種 類



様式第１７号（第１７条関係）

令和 年 月 日
殿

年 月 号で交付決定（変更

住所
氏名
電話
住所
氏名
電話

被承継人

承継人

添 付 書 類

承 継 の 理 由

承 継 年 月 日

所 在 地

氏 名

電 話

令和 日付け ⽥建第
承認）のあった⽥原市木造住宅等耐震促進事業補助金交付の地位を次のとおり承継するので、
⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業補助金交付要綱第１７条第３項の規定により届け出ます。
 なお、この届出書の記載事項に相違ありません。

⽥原市木造住宅等耐震改修促進事業
承  継  届

⽥ 原 市 ⻑ 山 下 政 良

申 請 者 住 所


